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平成２７年１月８日（木） 
説明会・意見交換会用資料 

鳥取市公共施設の経営基本方針（案）について 
 

～『公共施設の更新問題』を契機に、『新しい公共施設経営』に取り組みます～ 

鳥取市 総務部 総務調整監 
財産経営課 ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当 
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鳥取市の人口推移と推測値 

 今後、30年間で4.1万人の減少と推計 
   （日本全体では2,100万人以上の減） 
            ※国立社会保障・人口問題研究所推計 
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鳥取市が保有する公共施設（建物）について 

今後、多くの施設で一斉に更新（建替・大規模改修）時期が到来 

≪保有する施設の築年別整備状況≫ 

建築から30年以上が経過 

㎡ 

建築年 

建築した 
延床面積 
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鳥取市が保有する公共施設（建物）について 

≪今後５０年間に発生する建替・改修費用の推計≫ 
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更新費用（億円） 

更新費用が特に多額になる期間 

２０１２年度（H２４年度）実績 
４７億２，０００万円 

 現在の公共施設を、現在の規模・仕様のまま維持する場合、 
         必要な更新費用は年平均で65億5,000万円と試算 

更新費用平均 
６５億５，０００万円（試算） 

更新する年 
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人口が減る中、老朽化した公共施設にどう向き合うか？ 

≪平成２４年度の更新費用を 
              確保できたとして≫ 

○延床面積にして、 
  3割弱が更新できないと試算  

≪現有施設全てを維持するには≫ 

○１世帯当たりの負担が 
 年間4.4万円増加すると試算 
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5.9万円  

10.3万円  
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予算（施設整備・更新に必要な財源） 

投資量 

年 

過去の公共投資 
(1970年代がピーク) 

資料：東洋大学 根本祐二教授作成 

将来の更新投資 
(2030年代からピーク) 

経費と予算の 
較差 老朽化 

『公共施設の更新問題』とは 

これが国・地方が共通して抱える「公共施設の更新問題」 

→ 平成２６年４月 総務省が全国の自治体に『公共施設等総合管理計画』の策定を要請！ 
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（ここまでのまとめ） 
 
鳥取市も全国の自治体と同じく 
  『公共施設の更新問題』を抱えています。 
 
少子高齢化（年齢構成の変化）によって、 
   必要な公共施設も変わってきます。 
 
イマが、これからの時代にあった 
『新しい公共施設のカタチ』へ転換する時期です。 
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鳥取市公共施設の経営基本方針の策定に向けて 
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公共施設白書による 
客観的数値データ 

先進自治体職員からの 
アドバイス 

有識者会議からの 
提言 

出前座談会等で 
寄せられた意見 

市民アンケートによる 
意識調査 

総務省からの策定要請 
（全国共通の課題） 

基本方針の策定にあたって 

≪市民の声≫ 

≪理論上の整理≫ 

≪自治体としての責務・方向性≫ 
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提言書の骨子① 
≪課題≫ 

 

 

 

 

 
≪新しい公共施設マネジメント≫ 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪めざすべき姿≫ 
 

創意工夫による魅力ある 

公共サービスへ移行 

施設総量・ライフサイクル 

コストを縮減  

戦略的なマネジメント 

体制を確立  

①複合化・多機能化等への 
移行 

②公民連携による施設の  
魅力向上 

③今後の都市計画と 
圏域内で担う役割を 
ふまえた施設配置 

①施設総量の縮減 
 （40 年間で市が保有施設の 
  総延床面積を 29.1％減） 
②公共施設にかかるライフ 
サイクルコストの圧縮 

 

①一元的な公共施設マネジ 
メント 

②継続性かつ発展性のある 
マネジメント 

③計画的な施設管理のマネ
ジメント 

④担当部局を超えたマネジ
メント 

 

これまでの“公共施設マネジメント”を   ①市民の安全安心な生活が脅かされる 
  続けた場合、『更新問題』によって   ②公共サービスの維持が困難となる 
     もたらされる「３つのリスク」  ③将来の世代に負担を強いる 

新しい公共施設マネジメントを導入することで、３つのリスクを回避しながら 

人口減少・少子高齢化社会にあった公共サービスの新たなカタチへと転換  10 

優先度 施設分類 

最優先 
学校教育施設 
市庁舎 
子育て支援施設 

優先 

福祉保健施設 
公営住宅 
地区集会施設 

図書館 

中程度 

地区体育館 
スポーツ施設 
ホール施設 
社会福祉施設 
文化学習施設 

低い 観光施設 
保養施設 

提言書の骨子② 
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平成24年度に公共施設の更新に 
使用した予算額（47.2億円）を 
維持できると仮定した場合、 
縮減目標は29.1％と設定される。 

≪目標設定の考え方≫ 

今後、発生する更新経費の推計 
               （10年単位で表示） 

≪市民アンケートからみる 
     施設分類別の優先度≫ 

（億円） 
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鳥取市公共施設の経営基本方針（案）の概要 
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公共施設経営の３つの柱（目的）案 
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≪例≫ 

  

  

  

  

  

  

子育て支援施設 

人々が集まる場へ！ 
新たな交流を生みだす！ 

  

  

高齢者向け施設 地域の集会所 

地域の拠点となる複合施設 

交通手段の確保 

（戦略１）複合化・多機能化によって拠点性を高め、 
              新しい価値を生みます。 
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（戦略２）施設の利用圏域や施設用途をふまえた 
               施設経営を進めます。 

・県・近隣自治体等との連携 
・複合化・多機能化 
・１ヵ所に集約 
・交通アクセスの配慮 

・複合化・多機能化 
・中学校区をまたがる統合 
 （南・西部地域でのブロック化等） 

・学校など地域の核となり得る 
 施設への複合化（集約化） 
・公民館区をまたがる統合 
・多機能化 

・自治会や利用団体に譲渡し、自由度の高い活用 
・民間施設の利活用 15 

  

（戦略２）施設の利用圏域や施設用途をふまえた 
               施設経営を進めます。 
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施設を３８分類に分け、それぞれ“利用圏域”や“利用目的” 
“市民アンケート結果”“行政関与の必要性”“民間施設との競合”等を 
                ふまえて各施設分類の方向性を定めます。 

施設分類 方向性（案） 

地区公民館 協働のまちづくりを進める地域の拠点として更なる有効活用を図る 
（複合化・多機能化などを検討） 

集会所等 公共施設の整理・統廃合に関する方針に沿って地元等への譲渡を推進 
行政による更新（建替え）を行わない 

体育館 県有施設や学校体育館の活用も含め効率のよいサービスを検討 
大規模改修や建替えが必要となった場合は、市域全体のバランス等をもとに存
廃を検討 

保育園・幼稚園 地域の実情をふまえ、行政が直接提供すべきサービスを明確にし、サービスの
提供主体を検討 
園児数の推移や地域実情をふまえ、統合等を検討 

観光・ 
保養施設 

民間施設や類似施設と比較し、可能な限り民間に移行し、サービスを向上 
大規模改修や建替えが必要となった場合は、市域全体としてのバランスをもと
に存廃について検討 

公営住宅 県有施設や民間施設の提供量をふまえ、本市が提供すべきサービスのあり方
を検討 
建替えが必要となった場合、行政が行うサービスを勘案し、民間活力を活用した
住宅供給を検討 

学校 文部科学省の方針を参考に、生徒・児童数の減少によって生じる空きスペース
で複合化等を図る 
児童数の減少による統合等を検討 

  

（戦略３）市民・民間事業者・行政の 
            協働の仕組みを構築します。 

福部町総合支所への 
  郵便局移転（複合化） 
 
 ・住民の利便性向上 

日置谷小学校（廃校）を 
 民間事業者が活用 
 
 ・雇用の創出 
 ・地域活性化 
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（戦略４）これからのまちづくりと 
      整合性のとれた施設経営を進めます。 

各拠点への 
施設の集約化 
（公・民ともに） 
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コンパクトシティへの 
転換 

http://www.tiedec.jp/wp-content/uploads/2014/10/DSC04540.jpg
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（戦略５）着実な施設保全で安全な施設づくりを進めます。 

『事後保全』から計画的な『予防保全』へ転換 

予防保全 

事後保全 

社会的要求水準 
（バリアフリー等） 

機能に相当な 
支障が発生する水準 

建物性能 
（劣化度） 

経年 

19 

改修等 

  

（戦略６）生涯経費に着目して 
     費用対効果の高い施設更新・管理を進めます。 

更新経費＝ 延床面積（建物の大きさ） × 更新単価（㎡あたり） 
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今後、発生する更新経費の推計 （10年単位で表示） 

（億円） 
≪数値目標≫ 
 ４０年かけて 
  延床面積を２９％削減 

 生涯経費（ライフサイクルコスト）を減らすため、 
    『施設管理業務の一括委託事業』を導入 
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（戦略７）基本方針に沿った取組みは 
            重点的に予算配分します。 

≪財源確保の取組み≫ 
(例)市の外郭団体が保有していた保養施設“レーク大樹”の売却 
 
○売却益以外の効果 
  ①利用者の満足度ＵＰ  ②雇用の創出（確保） 
  ③周辺地域の活性化   ④税収の増 
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（戦略８） 
企画から処分まで、一元的な 
  マネジメントを推進します。 

  ≪公共施設経営の体系≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設経営基本方針（４０年間） 全体方針 

公共施設経営基本計画（仮称） 個別施設方針 

基本計画に基づく実施計画（仮称） 

第１次 
具体的計画 第２次 

第３次 

基本方針の位置付け 

基本方針、基本計画、実施計画ともに、PDCAサイクルの中で適宜、 
見直しを図りながら進めます。 

現在、方針案に対する意見を募集中 

（～１月２２日まで） 
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○市民・議会・行政・施設に関わる皆さまと情報を共有し、 
   

         連携して取り組んでいきたいと思います。 

○『公共サービス ＝ 専用施設（建物）』の考え方を 
 

         転換する時期が来ているのだと思います。 
 

○課題の先送りを避け、次世代に過度な負担を残さず、 
 

  中長期的・全市的な視点を持ち、 
 

    魅力的な“まちづくり（公共施設）”にむけ、 
 

          イマ取り組んでいきたいと思います。 

まとめ：みんなが一丸となって進めましょう 

≪鳥取市の思い≫ 
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本日は、貴重なお時間をいただき、 
ありがとうございました。 

～ 本資料に関するお問い合わせ ～ 
 

鳥取市総務部総務調整監 財産経営課 
 電話:0857-20-3852 ＦＡＸ:0857-20-3879 

24 


